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が令和５年９月となる取引については、買手は区分記載請求書等保存方式により仕入税額控除

の適用を受けることができます。 

  （注）１ 令和５年10月１日前であっても、適格請求書の記載事項を満たした請求書等を交付

することとしても問題ありません。詳細は、問76《令和５年９月30日以前の請求書へ

の登録番号の記載》をご参照ください。 

２ 電気料金等のように検針日基準で売上げ及び仕入れを計上している場合であって、

当該検針した期間に令和５年10月１日を含んでいたとしても、検針日により売上げ及

び仕入れを計上している限り、令和５年10月１日前後の取引を厳密に区分する必要は

ありません。 

     ３ 未成工事支出金及び建設仮勘定に係る課税仕入れの計上時期について、建設工事等

の目的物の引渡し又は完成の日の属する課税期間の課税仕入れとすることができます

（基通11－３－５、11－３－６）。この場合、当該引渡し等の日（課税仕入れを計上す

る日）が令和５年10月１日以後であったとしても、当該未成工事支出金等の基礎とな

る課税仕入れに含まれる令和５年10月１日前の取引については、区分記載請求書等保

存方式により仕入税額控除の適用を受けることができます。 

     ４ 短期前払費用に係る課税仕入れの計上時期について、その支出した日の属する課税

期間の課税仕入れとすることができます（基通11－３－８）。この場合、当該短期前払

費用に係る取引に係る売手における課税売上げの計上時期（課税資産の譲渡等の時期）

が令和５年10月１日以後になるものであっても、買手において同日前までに課税仕入

れを計上しているものについては、区分記載請求書等保存方式により仕入税額控除の

適用を受けることができます（短期前払費用について、買手における課税仕入れの計

上時期が令和５年10月１日以後になる場合の取扱いに関しては、問98《短期前払費用》

をご参照ください。）。 

 

（対価を前受けした場合の適格請求書の交付時期） 

【答】 

適格請求書発行事業者には、国内において課税資産の譲渡等を行った場合に、相手方（課税

事業者に限ります。）からの求めに応じて適格請求書を交付する義務が課されています（消法57

の４①）が、課税資産の譲渡等を行う前であっても、適格請求書を交付することは可能です。 

したがって、貴社は、現状交付している定期保守に係る代金請求時における請求書について

適格請求書として必要な事項を記載することにより、当該請求書を適格請求書とすることがで

きます。 

なお、課税資産の譲渡等を行った時において、交付した適格請求書の記載事項に変更が生じ

ることとなった場合には、修正した適格請求書を交付する必要があります。交付した適格請求

書の修正方法等の詳細については、問33《修正した適格請求書の交付方法》をご参照ください。 

問 39 当社はシステム保守を業としています。この点、定期保守については、月額 22,000 円（税 

込み）であるところ、１年間分を保守開始前に相手方から支払ってもらうこととしており、 

当該代金請求時において請求書を交付しています。 

適格請求書等保存方式の下では、この請求書を適格請求書とする予定ですが、問題ありま 

せんか。【令和５年４月追加】【令和５年 10 月改訂】 


